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１．はじめに 表１ 板橋区における資源回収システム 

 品目 実施主体 回収箇所 頻度

可燃ごみ 23区分別収集 12,000 週3回
不燃ごみ 23区分別収集 12,000 週１回
びん・缶 区の分別回収 4,000 月２回
紙・布 区の箱横回収 月２回
紙・布 集団回収

紙パック 343
空き缶 区の拠点回収 120

空きびん （回収ポスト 22
ペットボトル  による回収） 48

乾電池 350
ニカド電池 56

 

循環型社会形成を推進するにあたっては、ごみの

分別回収に対する市民の協力が不可欠である。本稿

では、意識啓発・情報提供、収集サービスといった

行政施策を変化させた場合に市民の参加率がどの程

度変化するのか、またその環境負荷削減効果はどの

程度か、といった点の予測を目的とした。板橋区在

住の区民を対象に分別行動に関するアンケート調査

を実施し、ロジスティック回帰分析によって分別行

動の予測モデルを構築、モデルの感度解析によって

各種行政施策を徹底した場合の参加率の変化につい

ての予測を試みた。また、市民参加率の向上によっ

てもたらされる環境負荷の削減効果について、LCI

（ライフサイクルインベントリー）分析によって定

量的に評価したので、結果を報告する。

 

２．分別行動に対する市民参加率の予測 

 

（１）調査の概要 

東京都板橋区在住の世帯を対象とし、板橋区の

選挙人名簿から 500 人を系統無作為抽出によって抽

出、郵送法で行った。板橋区の分別回収システムの

概要を表１に示した。 

 

調査項目は、広瀬1)が提案した環境行動に関する規

定因モデルに基づいて、一般的な環境意識、リサイ

クルに関する行動意図、社会的圧力、参加に伴う負

担感、情報認知、リサイクル行動等、分別行動の関

連要因に対応する調査項目を作成して用いた。（詳

細は既報2)参照） 

 

（２）検討手順と適用手法

本稿では、分別行動の予測モデルを構築し、モ

デルの感度解析によって各種施策の効果予測を実施

することとした。以下、検討手順に沿って適用手法

を示す。 

a）  予測モデルの構築 

分別行動の予測モデルを構築するにあたって、

本稿では二項ロジスティック回帰分析3)を適用する

こととした。「行動」の質問項目に対する肯定的回

答を示した対象者を「参加群」、否定的回答を示し

た対象者を「不参加群」として二群に分類し、この

参加状況を目的変数とした。説明変数としては、既

報2)において提案した「分別行動の規定因モデル

（図１）」における外生変数（モデル内の他の変数

から影響を受けていない変数）、すなわち「情報の

認知」（回収場所・回収日を知っている）、「負担感」

（分別回収は面倒だと思う）、「近隣他者行動の認
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（図中の数値は標準偏回帰係数） 
図１ 分別行動の規定因モデル（びん・缶）2)

知」（近所の人が参加していると思う）、「対処有効性

認知」尺度（リサイクルはごみを減らすのに有効である、

等）、「ごみ問題のリスク・責任帰属認知」尺度

（ごみ問題は深刻である・自分にも責任がある、等）、

「リサイクルに関する規範意識」尺度（リサイクル

は１人１人が取り組むべきと思う、等）を候補とした。

解析には統計パッケージソフトSPSSを使用し、モデ

ルの有意性検定には尤度比検定、各説明変数の有意

性検定にはWald検定を適用した。 

b）  各種施策の効果予測 

次に、上記予測モデルを用いて各説明変数が変

化した場合の感度解析を行い、各種施策の効果予測

を実施することとした。感度解析としては、モデル

に採用された各説明変数が最大（あるいは最小）と

なった場合に参加率がどの程度変化するのかを検討

することとした。なお、上記予測モデルは個人ごと

の行動の参加確率を予測するためのモデルであるた

め、数え上げ法4)（式(1)）によって各個人の参加

確率を集計し、集団の参加率を予測した。 
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（３）結果 

調査票の有効回答数は 251 通（有効回答率

50.2%）であった。本稿では、「びん・缶」の分別

回収、「紙パック」の拠点回収、「ペットボトル」

の拠点回収の３区分に関する検討結果を報告する。 

a）  分別行動の予測モデルに関する解析結果 

「びん・缶」の分別回収、「紙パック」の拠点

回収、「ペットボトル」の拠点回収について予測モ

デルを構築した結果を表２にまとめて示した。いず

れにおいても、説明変数として「情報認知」、「負

担感」、「対処有効性認知」の３つの要因が選択さ

れ、符号も図１の規定因モデルと整合する結果とな

った。 
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表２ ３区分の分別行動に関するロジスティック

回帰分析の結果 

びん・缶 紙パック ペットボトル
変数 説明要因 

β 
X1 情報認知（収集日）  1.605 **   
X2 情報認知（収集場所）  1.201 **  2.706 ***  2.226 *** 
X3 負担感 - 0.678 ** - 0.866 *** - 0.541 ** 
S1 「対処有効性認知」尺度  0.645 *  1.176 **  0.754 * 
C 定数項 - 2.585  - 6.520 ** - 4.355 * 

ケース数 n=207 n=173 n=182 
尤度比検定統計量 69.343 

*** 
(df=4) 

105.496 ***
(df=3) 

79.219 *** 
(df=3) 

的中率 82.6% 83.8% 80.2% 
†: p<0.1, *: p<0.05, **: p<0.01, ***: p<0.001  
「X1, X2: 情報認知」は「0. 収集場所・収集日を知らない」～

1. 収集場所・収集日を知っている」、「X3: 負担感」は「1.全

面倒だと思わない」～「5.非常に面倒だと思う」、「S1: 対処

効性認知」は「1.全くそう思わない」～「7. 非常にそう思う」

範囲で評価される。 
）  行政施策の効果予測 

次に、表２の予測モデルを用いて各種行政施策

効果を予測することとした。 

本稿では、感度解析の具体的な設定条件として、

情報認知」について「収集日・収集場所が完全に

知された場合」、「負担感」について「負担感が

全に最小化された場合」、「対処有効性認知」に

いて「対処有効性が完全に認知された場合」の３

を仮定し、それぞれの仮定条件における参加率、

び期待される参加率向上の効果を推定した。 

果を表３に示した。いずれの区分においても参加

向上の効果が最も大きかったのは「情報認知の徹

」であり、次いで「負担感の最小化」、「対処有

性認知の徹底」の順であった。 



 

３．ごみ分別に関するＬＣＩ分析及び行政施策の効

果に関する検討 

 

市民によって分別されたごみは、可燃ごみとし

て焼却・熱回収されたり、資源ごみとして選別・再

利用されたりし、各種処理プロセスにともなって環

境負荷をもたらしたり、資源化によって環境負荷が

削減されたりすることになる。本章では、こうした

ごみの分別による得失を明らかにすることを目的と

して、以下の２つのシナリオについて LCI 分析を実

施することとした。 

① 「可燃ごみ」と「不燃ごみ」の２分別 

② 「可燃ごみ」、「不燃ごみ」、「資源ごみ」

（古紙・アルミ缶・スチール缶・PET ボト

ル）の３分別 

また、前章では各種行政施策が市民参加率に及

ぼす影響を予測したが、その環境負荷削減効果につ

いては明らかになっていない。本章では前章の成果

を活用し、各種行政施策によって期待される環境負

荷削減量について試算することとした。 

 

（１）検討範囲及び計算条件の概要 

 検討範囲は、ごみ処理事業の実施に関わる収集・

運搬、中間処理（焼却、粗大ごみ破砕、資源ごみ選

別）、最終処分の各過程とそれに付随する管理部門

を対象に、保有施設の建設・更新・解体、保有機材、

及びその運用に関連する資材・ユーティリティの使

用、消費に伴う環境負荷とした。これら資材・ユー

ティリティの使用量・消費量に関するデータは既報

5)より引用し、環境負荷原単位は(社)日本建築学会

の産業連関表を利用したデータベース6)を用いた。 

機能単位は「ごみ 1t の収集から最終処分、及び

再生に至るまでの全フローの処理」と設定し、エネ

ルギー消費量及びエネルギー消費削減量を計算した。 

計算にあたっては、ごみの細組成の設定条件と

して(財)日本環境衛生センター7)の調査による６都

市の平均を使用することとした。また、ごみの低位

発熱量は、(社)全国都市清掃会議・(財)廃棄物研究

財団発行の「ごみ処理施設整備の計画・設計要領」

8)のデータを参考にして設定した。 

評価処理シナリオは下記２つを設定した。細組

成毎の設定条件例を表４に示した。 

① 「可燃ごみ」と「不燃ごみ」の２分別 

（「可燃ごみ」焼却・発電＋「不燃ご

み」鉄の磁選、熱回収効率 15%と仮定） 

② 「可燃ごみ」、「不燃ごみ」、「資源ご

み」の３分別（「可燃ごみ」焼却・発電

＋「不燃ごみ」鉄の磁選＋「資源ごみ

（古紙・アルミ缶・スチール缶・PET ボ

トル）」選別再生、参加率 100%と仮定） 

 

表３ ３区分の広報・サービス向上施策と 

その効果の算定結果 

推定参加率 
説明変数と仮定条件 

びん・缶 紙パック PET ボトル

対象者の回答を代入して推定した参加率 75.4% 46.3% 50.6% 
収集日・収集場所が完全に認知された場合

（全対象者において X1, X2=1 と仮定） 
91.9% 

(+16.5%) 
69.1% 

(+22.9%) 
71.4% 

(+20.8%)
負担感が完全に最小化された場合 
（全対象者において X3=1 と仮定） 

85.1% 
(+9.7%) 

64.5% 
(+18.2%) 

63.3% 
(+12.7%)

対処有効性が完全に認知された場合 
（全対象者において S =7 と仮定） 

83.0% 
(+7.7%) 

60.4% 
(+14.1%) 

61.1% 
(+10.5%)1

※括弧内は、期待される参加率向上の効果（各仮定条件における

推定参加率－対象者の回答を代入して推定した参加率）を示し

た。 

表４ ごみの細組成と低位発熱量 

及び処理シナリオの設定例 
処理シナリオ

の設定 種類 細組成 湿重量％7) 
低位発熱

量 
(MJ/t)8) １ ２ 

紙 新聞紙 3.32% 12,310 発電 再生

紙 書籍・雑誌 2.59% 13,932 発電 再生

紙 広告・チラシ・ダイレクトメール（一枚） 4.31% 10,932 発電 再生

紙 広告・チラシ・ダイレクトメール（冊子状） 0.48% 10,932 発電 再生

紙 段ボール 1.23% 11,786 発電 再生

紙 用紙 0.54% 11,988 発電 再生

紙 アルコール飲料パック 0.05% 16,010 発電 再生

紙 5ml 以上の飲料パック 0.59% 16,010 発電 再生

紙 5ml 未満の飲料パック 0.05% 16,010 発電 再生

紙 食料品用パック（アルミなし） 0.00% 16,010 発電 再生

紙 複合アルミ箔 0.22% 16,010 発電 発電

紙 紙コップ・カップ 0.20% 11,988 発電 再生

紙 コンポジット缶 0.02% 11,988 発電 再生

紙 紙製トレイ 0.19% 11,988 発電 再生

紙 紙箱 2.60% 11,988 発電 再生

紙 商品の紙袋 0.31% 11,988 発電 再生

紙 販売店の紙袋・包装紙 0.44% 11,988 発電 再生

紙 その他の容器包装 0.19% 11,988 発電 再生

紙 紙おむつ・ティッシュペーパー等使い捨て商品 9.09% 15,235
(1) 発

電
発電

紙 その他の紙 3.00% 15,235 発電 発電

繊維類  2.40% 15,013 発電 再生

プラスチック 飲料用 PET ボトル 0.88% 21,868 発電 再生

プラスチック しょうゆ用 PET ボトル 0.05% 21,868 発電 再生

プラスチック 飲料・しょうゆ以外の PET ボトル 0.10% 21,868 発電 再生

プラスチック 発泡スチロールトレイ 0.33% 30,239 発電 発電

プラスチック その他のトレイ 0.35% 30,239 発電 発電

プラスチック PET 以外のプラボトル 0.77% 23,204 発電 発電

プラスチック 食料品のパック・カップ 1.41% 39,880 発電 発電

プラスチック 複合アルミ箔 0.51% 35,003 発電 発電

プラスチック 商品の袋 2.45% 41,778 発電 発電

プラスチック 販売店の袋 2.12% 30,947 発電 発電

プラスチック ラップ・ネット 0.72% 19,689 発電 発電

プラスチック 緩衝剤・詰め物 0.12% 38,368 発電 発電

プラスチック その他の容器包装・梱包材 0.39% 38,368 発電 発電

プラスチック 容器包装以外のプラスチック類 2.96% 19,689 発電 発電

ゴム・皮革類  0.75% 19,090 発電 発電

木・竹・草類 容器包装 0.07% 10,848 発電 発電

木・竹・草類 容器包装以外 2.98% 10,848 発電 発電



（２）処理シナリオの試算結果 

各処理シナリオのエネルギー消費削減量からエ

ネルギー消費量を差し引いて種類別に集計した結果

を表５に示した。シナリオ１の差し引きのエネルギ

ー消費削減量は 708MJ/t であったのに対して、シナ

リオ２が 5,337MJ/t とエネルギー消費削減量が大き

い結果となった。 

ごみの種類別に見ると、差し引きでエネルギー

消費量が最も大きかったのは厨芥類であった。厨芥

類は低位発熱量が低く焼却・熱回収には向かないと

考えられ、焼却処理以外の処理技術の導入可能性を

探っていく必要があると考えられる。また、シナリ

オ１において、エネルギー消費削減量が大きかった

のは紙類とプラスチック類であった。これら品目は

低位発熱量が大きく熱回収に適していると考えられ

るが、シナリオ２のエネルギー消費削減量の方が大

きく、マテリアルリサイクルの優位性が示唆された。 

 

（３）

前節

減量は

した場

率は施

至らな

加率の

積算結

される

計算

群」がシナリオ２に対応する分別行動を実施し、

「不参加群」がシナリオ１に対応する行動を実施す

ると仮定した。 
計算結果を表６に示した。上段に各要因の最大

化あるいは最小化によってもたらされる参加率の変

化を示し、下段に対応するエネルギー消費削減量を

示した。いずれの分別区分でも「情報認知の最大

化」が効果として最も大きかったものの、「びん・

缶」に比べて「紙パック」、「PET ボトル」の削

減効果は相対的に小さいことが明らかとなった。 
廃棄物処理行政を担う自治体にあっては、本稿

で示したように各種施策がもたらす環境負荷や環境

負荷削減量の全体像を把握した上で、効果的な施策

を選定することが必要と考えられる。 

 

 

エネルギー消費削減効果 

 びん・缶 紙パック PET ボトル

収集日・収集場所の完全認知
+16.5% 

249MJ/ごみ t 
+22.9% 

23 MJ/ごみ t
+20.8% 

82 MJ/ごみ t

負担感の最小化 
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146 MJ/ごみ t 
+18.2% 

18 MJ/ごみ t
+12.7% 

50 MJ/ごみ t

対処有効性の完全認知 
+7.7% 

116 MJ/ごみ t 
+14.1% 

14 MJ/ごみ t
+10.5% 

42 MJ/ごみ t
紙 
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